
令和４年度 普通交付税等について
（奈良県分・県内市町村分）

本日、総務省において令和４年度の普通交付税及び地方特例交付金等の交付額等

が決定され、閣議報告、了承されたところです。
本県の県分及び市町村分の交付額等及びその内容は、次のとおりです。

１．奈良県の普通交付税等算定結果 ・・・・・・ １
令和４年度普通交付税等の特徴について ・・・・・・ ２

（参考）地方財政計画における税収と普通交付税等の状況 ・・・・・・ ７
２．地方特例交付金算定結果 ・・・・・・ ８
（参考）歳入予算額に占める普通交付税等の割合 ・・・・・・ １０

報 道 資 料
Ｒ４．７．２６

財政課 歳入・資金運用係 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ：0742-27-8362     担当：小暮・側島
県庁内線：2214

市町村振興課 財政第一係 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ：0742-27-8421 担当：乾・安川
県庁内線：2254



【　県　　　　　分　】
（単位：百万円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 普通交付税＋臨時財政対策債　 ア 178,990 199,666 ▲ 20,676 ▲ 10.4 ▲ 17.3

　基準財政需要額
（臨時財政対策債振替前）

イ 304,013 308,491 ▲ 4,478 ▲ 1.5 ▲ 1.4

　基準財政収入額 ウ 124,776 108,635 16,141 14.9 17.4

【　県内市町村分　】
（単位：百万円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 普通交付税＋臨時財政対策債　 ア 135,812 144,015 ▲ 8,204 ▲ 5.7 ▲ 10.4

　基準財政需要額
（臨時財政対策債振替前）

イ 293,709 296,606 ▲ 2,897 ▲ 1.0 ▲ 1.0

　基準財政収入額 ウ 157,661 152,402 5,259 3.5 5.0

※「普通交付税＋臨時財政対策債ア」と、「イ－ウ」の額の差は総務省調整額
※表示単位未満を四捨五入しているため、A-BとCが一致しない場合がある。
※令和３年度数値は当初交付決定額による。

全国交付団体
平均増減率

全国交付団体
平均増減率
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令和４年度普通交付税等の特徴について

１． 「県分」について
令和４年度の普通交付税及び臨時財政対策債の合計額は、税収の増による基準財政収入額増加や、

基準財政需要額の減少により、３年ぶりの減少。

今回の決定額は、普通交付税 １，７３４億円、 臨時財政対策債 ５６億円。

普通交付税 臨時財政対策債 合 計
前年度対比 ＋６３億円 ▲２７０億円 ▲２０７億円 （※）

※ 前年度からの合計額の減少は、基準財政需要額が４５億円減少（教育費、財源対策債償還費、地域振興費等の減）、
基準財政収入額が１６１億円増加（特別法人事業譲与税や法人事業税の増等）したことによる。

区 分 主 な 増 要 素 主 な 減 要 素

基 準 財 政 需 要 額 ○ 小学校費
○ 高齢者保健福祉費（65歳以上）
○ 高齢者保健福祉費（75歳以上）
○ 臨時財政対策債償還費

○ 中学校費
○ 高等学校費
○ 特別支援学校費
○ 財源対策債償還費
○ 地域振興費

基 準 財 政 収 入 額 ○ 特別法人事業譲与税
○ 法人事業税
○ 地方消費税（貨物割）

○ 地方消費税（譲渡割）
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２． 「市町村分」について
令和４年度の普通交付税及び臨時財政対策債の合計額は、市町村税収等の増が見込まれ、基準財政収入額

が増加し、基準財政需要額が減少することから、４年ぶりの減少。

今回の決定額は、普通交付税 １，２７８億円、臨時財政対策債 ８０億円。

普通交付税 臨時財政対策債 合 計
前年度対比 ＋ ７８億円 ▲ １６０億円 ▲ ８２億円 （※）

※ 前年度からの合計額の減少は、基準財政収入額が５３億円増加（市町村民税（所得割・法人税割）や固定資産税（家屋）の増等）し、
基準財政需要額が２９億円減少（地域振興費（人口）や道路橋りょう費（延長）の減等）したことによる。

【参考】 令和４年度の地方財政計画において、地方税等の増加が見込まれた結果、地方交付税と臨時財政対策債の合計は、
３兆８３９億円（１３．５％）減少。その内訳は、地方交付税が ６，１５３億円増加、臨時財政対策債が ３兆６，９９２億円減少。

区 分 主な増要素 主な減要素

○社会福祉費 ○地域振興費（人口）基準財政需要額
○臨時財政対策債償還費 ○道路橋りょう費（延長）
○高齢者保健福祉費（75歳以上） ○その他の教育費（人口）

○市町村民税（所得割） ○利子割交付金基準財政収入額
○市町村民税（法人税割） ○固定資産税（償却資産）
○固定資産税（家屋） ○自動車税減収補填交付金
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県内各市町村の状況

(1) 全ての市町村が交付団体となっている。 ※ 参考 過去直近の不交付団体

平成７年度 生駒市

(2) 市町村別の普通交付税と臨時財政対策債の合計は、１団体で増加、３８団体で減少している。

(3) 前年度との比較

増加した団体

減少率の高い団体



税収と普通交付税等の状況（Ｈ３０～Ｒ４）

普通交付税と臨時財政対策債の合計は、県分は３年ぶり、市町村分は４年ぶりの減少。

5

【 県 分 】 【 市町村分 】

普通交付税・臨財債は当初決定額。税収入は、H30～R2は決算額、R3は県分は決算額、市町村分は最終予算額、R4は県分は６月補正後現計予算額、市町村分は

当初予算額。（表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。)
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（単位：千 円・ ％）

普通交付税 臨時財政対策債 合計 普通交付税 臨時財政対策債 合計 増減額 増減率
交付決定額 発行可能額 A+B 交付決定額 発行可能額 D+E C-F G/F×100

A B C D E F G H
奈 良 県 173,392,528 5,597,464 178,989,992 167,113,272 32,552,262 199,665,534 ▲ 20,675,542 ▲ 10.4

奈 良 市 18,285,794 3,427,512 21,713,306 15,252,985 7,701,164 22,954,149 ▲ 1,240,843 ▲ 5.4
大 和 高 田 市 7,233,571 237,536 7,471,107 6,904,997 849,594 7,754,591 ▲ 283,484 ▲ 3.7
大 和 郡 山 市 5,728,794 460,821 6,189,615 5,157,796 1,697,864 6,855,660 ▲ 666,045 ▲ 9.7
天 理 市 5,533,628 274,806 5,808,434 5,170,516 961,599 6,132,115 ▲ 323,681 ▲ 5.3
橿 原 市 5,908,838 526,474 6,435,312 5,376,124 1,881,384 7,257,508 ▲ 822,196 ▲ 11.3
桜 井 市 5,241,526 224,599 5,466,125 5,080,129 774,347 5,854,476 ▲ 388,351 ▲ 6.6
五 條 市 6,489,584 127,054 6,616,638 6,617,498 495,297 7,112,795 ▲ 496,157 ▲ 7.0
御 所 市 4,195,847 99,960 4,295,807 4,255,437 372,074 4,627,511 ▲ 331,704 ▲ 7.2
生 駒 市 4,858,205 661,982 5,520,187 3,690,984 2,345,991 6,036,975 ▲ 516,788 ▲ 8.6
香 芝 市 4,552,843 366,834 4,919,677 4,135,183 1,291,919 5,427,102 ▲ 507,425 ▲ 9.3
葛 城 市 4,359,159 162,811 4,521,970 4,150,260 576,688 4,726,948 ▲ 204,978 ▲ 4.3
宇 陀 市 7,323,906 117,113 7,441,019 7,394,909 439,233 7,834,142 ▲ 393,123 ▲ 5.0

市 計 79,711,695 6,687,502 86,399,197 73,186,818 19,387,154 92,573,972 ▲ 6,174,775 ▲ 6.7

山 添 村 1,519,530 23,463 1,542,993 1,472,545 85,372 1,557,917 ▲ 14,924 ▲ 1.0
平 群 町 2,554,617 76,451 2,631,068 2,410,746 284,009 2,694,755 ▲ 63,687 ▲ 2.4
三 郷 町 2,572,782 80,724 2,653,506 2,453,540 289,152 2,742,692 ▲ 89,186 ▲ 3.3
斑 鳩 町 2,785,244 112,305 2,897,549 2,633,858 401,456 3,035,314 ▲ 137,765 ▲ 4.5
安 堵 町 1,436,978 30,575 1,467,553 1,373,757 106,894 1,480,651 ▲ 13,098 ▲ 0.9
川 西 町 1,397,221 43,909 1,441,130 1,305,914 153,878 1,459,792 ▲ 18,662 ▲ 1.3
三 宅 町 1,659,581 26,567 1,686,148 1,628,458 100,312 1,728,770 ▲ 42,622 ▲ 2.5
田 原 本 町 2,889,370 143,392 3,032,762 2,718,672 482,338 3,201,010 ▲ 168,248 ▲ 5.3
曽 爾 村 1,122,091 10,174 1,132,265 1,119,363 40,159 1,159,522 ▲ 27,257 ▲ 2.4
御 杖 村 1,210,036 10,972 1,221,008 1,237,997 44,412 1,282,409 ▲ 61,401 ▲ 4.8
高 取 町 1,582,765 28,321 1,611,086 1,529,459 101,552 1,631,011 ▲ 19,925 ▲ 1.2
明 日 香 村 1,644,249 22,013 1,666,262 1,614,878 82,049 1,696,927 ▲ 30,665 ▲ 1.8
上 牧 町 2,477,436 81,523 2,558,959 2,416,076 297,207 2,713,283 ▲ 154,324 ▲ 5.7
王 寺 町 1,992,437 117,589 2,110,026 1,869,482 431,404 2,300,886 ▲ 190,860 ▲ 8.3
広 陵 町 2,792,468 164,290 2,956,758 2,578,545 547,527 3,126,072 ▲ 169,314 ▲ 5.4
河 合 町 2,140,970 82,712 2,223,682 1,973,618 284,862 2,258,480 ▲ 34,798 ▲ 1.5
吉 野 町 2,353,909 32,655 2,386,564 2,408,726 126,574 2,535,300 ▲ 148,736 ▲ 5.9
大 淀 町 2,492,400 70,994 2,563,394 2,504,512 269,459 2,773,971 ▲ 210,577 ▲ 7.6
下 市 町 2,058,494 24,244 2,082,738 2,110,910 99,789 2,210,699 ▲ 127,961 ▲ 5.8
黒 滝 村 737,232 6,684 743,916 737,324 26,462 763,786 ▲ 19,870 ▲ 2.6
天 川 村 1,269,487 11,524 1,281,011 1,280,773 47,494 1,328,267 ▲ 47,256 ▲ 3.6
野 迫 川 村 765,555 6,684 772,239 734,118 25,471 759,589 12,650 1.7
十 津 川 村 2,517,002 32,284 2,549,286 2,509,219 123,048 2,632,267 ▲ 82,981 ▲ 3.2
下 北 山 村 846,122 10,401 856,523 858,020 40,562 898,582 ▲ 42,059 ▲ 4.7
上 北 山 村 856,847 7,481 864,328 861,506 29,890 891,396 ▲ 27,068 ▲ 3.0
川 上 村 1,104,601 15,569 1,120,170 1,126,912 53,279 1,180,191 ▲ 60,021 ▲ 5.1
東 吉 野 村 1,347,197 12,215 1,359,412 1,349,497 48,381 1,397,878 ▲ 38,466 ▲ 2.8

町 村 計 48,126,621 1,285,715 49,412,336 46,818,425 4,622,992 51,441,417 ▲ 2,029,081 ▲ 3.9

市 町 村 計 127,838,316 7,973,217 135,811,533 120,005,243 24,010,146 144,015,389 ▲ 8,203,856 ▲ 5.7
(注)令和３年度　普通交付税決定額は、当初決定額である。

令和４年度　　普通交付税交付決定額及び臨時財政対策債発行可能額

市町村名

令和４年度 令和３年度
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参考：地方財政計画における税収と普通交付税等の状況（Ｈ３０～R４）

（表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。)
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２．地方特例交付金算定結果

（単位：百万円、％）
令和４年度 令和３年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100） 全国平均増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

868 888 ▲20 ▲ 2.2 ▲ 2.9

　減収補てん特例交付金個人住民税減収補塡 868 728 140 19.2 19.7

　児童手当及び子ども手当特例交付金自動車税減収補塡 159 ▲159 皆減 -

1,302 1,281 21 1.6 2.3

　減収補てん特例交付金個人住民税減収補塡 1,302 1,093 209 19.1 19.9

　児童手当及び子ども手当特例交付金自動車税減収補塡 128 ▲ 128 皆減 -

　児童手当及び子ども手当特例交付金軽自動車税減収補塡 59 ▲ 59 皆減 -

県      分

市町村分

○ 個人住民税減収補塡特例交付金
個人住民税における住宅借入金等特別税額控除に伴う地方公共団体の減収を補塡する

ために交付されるもの。

（自動車税減収補塡特例交付金・軽自動車税減収補塡特例交付金は、令和４年度廃止）

※表示単位未満を四捨五入しているため、表内計算が一致しない場合がある。
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・普通交付税と臨時財政対策債を合わせ１，７５７億円
歳入に占める割合は３１．９％

10

【 県 分 】

参考：歳入予算額に占める普通交付税等の割合

・普通交付税と臨時財政対策債を合わせ１，３０８億円

・歳入に占める割合は２２．６％（市町村分計）

・歳入に占める割合は団体によって大きく異なる。

・最小：生駒市（１３．３％） 最大：黒滝村（５５．２％）

【 市町村分 】


